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ミニ 解 説

静止型無停電電源システム

正 員 重 里 勲

東京芝浦電気株式会社府中工場

1. ま え が き

通常の無停電電源 システムは,商 用交流電源を主体

とし停電時 には併設 され た非 常 用 エン ジ ン発 電 機

(EG)に よって 交流電源 を確保す る。 しか しこの方式

は主電源か ら予備用発 電機への切換えに数十秒 もしく

はそれ以上 の時間 を 要 して無瞬断 の電源 とはな りえ

ず,ま た電圧の過渡変動や周波数精度について厳 しい

制約のある負荷 には適 さない。

一般に電算機用電源,放 送通信用電源,航 空管制用

電源,そ の他各種工業 にお ける重要な計測制御用電源

などは,商 用交流電源 が 停電 して も無 瞬断でかつ,

電圧,周 波数 ともに安定な電源で あることが要求 され

る。 このような無 停電 電 源(Uninterruptible Power

Supplies, UPSと 略称)の 基本的な構成を 第1図 に示

したが,こ れは充電装置と蓄電池 を設 け商用電源 の停

電時 に蓄電池を定電圧定周波(CVCFと 略称)電 源装

置に接続 し,直 流電力を安定 した交流電力に変換 して

負荷 に電力を供給する ものであ る。蓄電池による運転

は普通5～15分 程度 と し,そ の間にEGを 起動する。

またCVCF装 置の故障時には商用予備回線に切 換え

るようにな ってい る。CVCF装 置 として 従 来 は,回

転型が用い られたが最近 では効率,騒 音な どの諸特性

や保守,す え付 けなどの自由度の面で優れ るサイ リス

タインバータ式の静止型電源 にほとんどかわ ってきて

いる。電算機の発展に ともない,こ の静止型無停電電

源装 置の製作量が近年飛躍的な延びをみせ,一 方,オ

ンライン化が進 んで電源に対す る高 信頼化 の要求がま

す ます厳 しくなって きてお り,第1図 の単純な システ

ムか らCVCF装 置の並列冗長 システムまで多様化 し

てきている。 ここで は静止型無停電電源 システムを計

画す る場合などの参考 とす るため,シ ステムの構成や

CVCFの 適用方法,回 路方式,蓄 電池の選 び方 などに

ついて紹介することとす る。

第1図 定電圧定周波無停電電源 システムの

基本構成

2. 無 停電 電源 装 置 の シス テ ム構 成

<2.1> CVCFの 基本構成

(1) DC-AC変 換 方 式[第2図(a)] 約30

kVA以 下の比較的小容量 の ものに用い られ,CVCF

専用の蓄電泡を設けずプ ラントの蓄電池か ら無停電安

定化 交流電源を得 る方式で あり,経 済的であるが蓄電

池の電圧変動 に注意する必要が ある。

(2) AC-AC変 換方式[第2図(b)] 商 用交

流電源か ら負荷側で必要 とする高精度,高 安定度の電

圧,周 波数 の電源を得る方 式で ある。 しか しこの方式

はCVCFの 機能はあるがUPSと しての機能 はな く,

交流入力が停電す ると交流出力 も停電す るのでバ ッチ

システムなどに用い られ る。

(3) 無 停電AC-AC変 換 方式[第2図(c)]

この方式 は交流入力が停電 した場合,蓄 電池 か ら直

第2図 静止型CVCFの 基本構成
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流電力の供給 をうけて負荷 に無停電で安定化電力を供

給する ことができ,UP5の 最 も典型的な もので ある。

基本 システムと して は上記 の3方 式があるが,注 意

しな ければな らない ことは,こ れ らの基本 システムの

信頼度はいずれ もCVCF単 体の信 頼度にかかってお

り,単 にCVCF本 体の信頼性を向上 させ るだけで は

いか なる事態 に対 しても無停電で負荷 に電力を供給で

きる システムとはな りえな いことである。 このために

オ ンライ ンシステムのような場合 は,次 に述べるよう

なCVCF装 置と商用電源 との並列切換え,CVCF装

置の並列運転,並 びに これ らの組合 せ方式 などが採用

される。

<2.2> 商用予備電源 との切換方式 商用予備電

源 とCVCF装 置との切換方式 には第3図 に示すよう

にコンタクタ式 とサ イ リスタスイ ッチ式 があり,切 換

え時の状況によって次のよ うに分類 されて いる。

コンタクタ切換 手動同期切換

自動瞬断切換

サ イリスタ切換 常時同期方式 手動同期切換

自動同期切換

常時非同期方式 手動同期切換

自動瞬断切換

コンタクタ切換方式 は簡単で信頼度 も高 いが,一 般

に数サイクル程度の瞬断はさけ られない。 サイリスタ

スイッチ切換方式 のうち常時同期方式はCVCF装 置

の出力電圧が常に予備交流電圧と同期 して同相かつ同

一電圧にな るよ うに制御 されるので
,CVCF装 置の故

障時 には無瞬断で予備側に切換えできる。 しか し周波

数は予備電源に追随す ることになるので定周波特性は

悪 くなる。常時専用 の発振器で駆動 され る常時非同期

方式 は,周 波数精度 は良 いが予備電源 と同期 して いな

いため故障時の切換 えに は0.5～1サ イクルの瞬断を

伴 う。

<2.3> 予備 用バ ックアップ電源付 きシステム

第4図 に一例を示す。バ ックア ップ電源 として は,

変圧器またはAVR(各 種定電圧装置),IVR(誘 導電

圧調 整器)な どが用 いられ る。CVCF装 置故障時に自

動切換を行な って全負荷が予備側 に移 ったとき,AVR

装置などは比較的 内部 インピーダ ンスが大 きいので電

圧降下も大 きく,無 瞬断切換を行 なって も負荷の許容

す る瞬時変動幅を上回 ることになって,結 局 は システ

ムダ ウ ンを生ず ることにな りかねないので負 荷との協

調 には十分注意する必要がある。第4図(b)の 方式で

は,1台 のイ ンバータが故障 して も故障機 はサイ リス

タ式高速限流 しゃ断器 で100μs程 度の高速で切離され

るので システムとしての信頼度は向上する。

(a) コンタクタ切換方式 (b) サイリスタスイッチ切換 方式

第3図 商 用電 源 との 切 換 方式

(a) 無停電バ イパスシステム

(b) バイパス付きCVGF 2台並列冗長システム

第4図 予 備 電 源付 きCVCFシ ステ ム

<2.4> 並列冗長 システ ム 信頼性用語(1)でいう

冗長性 とは,「規定の機能を有す るための要 素 また は

手段を余分に付加 し,そ の一部 が故障 して も全体 とし

ては故障 とな らない性質」をいい,並 列冗長 とは 「二

つ以上の要素 または手段によ り負荷を分担 して動作す

る冗長 性」を意味する。第4図(b)お よび第5図 に並

列冗長 システムの一例 を示すが,一 般に負荷に要求 さ

れる容量が(n-1)台 で足 りる場合,1台 を追加 してn

台の並列運転 とす る。オ ンラインシステムで はほとん

ど例外 なく並列冗長 システムが採用 され る。

並列冗長 システムにおいて は故障部分を修復 しなが

ら使用 できるので,シ ステム全体 と しての故障率P,

稼動率Aは 修復時間を短 くすることによ って改善す

ることがで きる。 これ らの関係は次のように表わされ

る。

単位時間当たりの故障確率

システム稼動率

A=(1-P)×100(%)

た だ し,λP:λ ・ρ(ρ=平 均修 復 時 間)

第5図 CVCFの3台 並列 冗長システム
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λ:単 位CVCFの 故障率(=1/MTBF)

m:シ ステムと して必要な最低運転台数

n:常 時の並列運転 台数

CVCF単 体のMTBFは104オ ーダの時間であ り,

い ま ρ=24時 間と仮定 して並列運 転台 数2～4台,

故 障機1台 切 り離 し可の条件で稼動率を求 め,経済性,

その他の特性 と一緒 に比較 して示す と第6図 の ように

な る。 もし修復時間を2時 間に短縮できれば,理 論的

に99.9999%の 稼動率 も不可能で はない(2)。なお,故

障機切 り離 し時の出力電圧変動幅を少な くす るには並

列台数の多い方がよいが,経 済性 と稼動性,保 全性 も

含 めどの特性を重視するかによって最適 システムを決

定すべきで ある。従来の実績 では2～4台 並列が最 も

多い。

第6図 並列冗長 システムの諸特性比較の一例

第7図 母線に重 複性をもたせたCVCFシ ステム

第8図 無停電電源 システムの計画手順

<2.5> 母線系統の高信頼化 特 に重要度 の高い

システムにおいて は,単 にCVCF装 置を並列 にする

だけでな く天災,人 災な ども考え,受 電部,給 電部を

含 めて供給信頼度 の 高い方式 とする こ とが 必要 であ

る。第7図 はその一例を示 した ものであ り,並 列冗長

方式を2シ ステム設 け,受 電用母線,負 荷 への給電電

路,予 備電源電路 をそれぞれ独立 して設 置するなどす

べて複数方式が とられて いる。電力通信用電源,原 子

力発電所の計 測制御用電源 などに用い られる。

<2.6> 無停電電源 システムの計画手順 第8図

の手順 に従 って検討 し,将 来計画 も含めた最適 システ

ムとす ることが必要 である。

3. 回 路 方 式

<3.1> 主 回路構成 第9図 に主回路接続図を示

す。交流入力電源が正常な ときは整流装 置と直流フィ

ル タによ り平滑 な直流電圧を得,こ れを インバータ装

置により交流電圧 に変換す る。

一方,蓄 電 池は充電装置 によ り充電 状 態 に保 たれ

る。高速 しゃ断器 は1台 運転の場合 は必ず しも必要で

はない。また交流電源の停電を検出 して直流 スイッチ

を導通せ しめ,整 流装 置にかわ って蓄電池 か ら直流電

力を得 る。 このよ うに交流電源が正常な ときは第9図

の矢印(1)で示す方 向に,ま た異常時に は(2)で示す方向

に電力が供給 され る。

サ イ リスタ式CVCF装 置は,現 在市場に普及 して

い るものは単器小容量器 で10～30kVA,中 大容量器

で50～300kVAの ものがあ る。周波数精度 は ±0.1%

(水晶発振器で は ±0.001%が 可能),波 形 ひ ず み率

5%以 下,出 力電圧精度 は常時 ±2%,瞬時 変動-8

%～+10%,応 答時間3～8サ イクル程

度が普通 である。 この種の装置では,こ

れ らの性能 を少 し上げ ると価格が格段に

上が るので,電 算機 その他の負荷 の性質

を よ く調べ,電 源 と負荷が調和の とれた

もの と しな ければな らない。効率は中大

容量器で83～90%程 度が得 られ る。

<3.2> 制御回路 イ ンバ ータ装置

のゲ ー ト制御部,高 速 しゃ断器制御部,

直流 スイ ッチ制御部の三つよ りなる。ゲ

ー ト制御部 は第9図 の破線内に示す よ う

に発振器,位 相制御回路,電 圧制御 回路

か ら成 り,こ れ らは最近で はほとん どIC

化 されて いる。並列運転ではゲ ー ト制御
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(1) 商用電源が正常時の電気の流れ

(2) 商用電源が停電時の電気の流れ

第9図 サイ リスタ式CVCF装 置 の構成図

第10図 CVCFの 並列運転制御回路の一 例

回路部をTwo Out of Three(2/3多 数 決回路)の 多

重 冗長方式 と して特 に高信頼化設計を行 ない,一 組の

ゲー ト制 御回路で多数台 の並列 インバ ータを駆動す る

共通ゲー ト制御方式 と,特 には多重冗長方式 とは しな

いがインバータ個 々にゲー ト制御回路を設 けた個別ゲ

ー ト制御方式,お よび そ れ らの 組合 せ方式などがあ

る。個別ゲー ト制御方式 では第10図 に示す ように負

荷分担のための電力制御回 路,横 流を制御す る無効電

力制制回路が付加 される。

4. 非 常 用 発電 設 備

商用電源の停電時の対策 と して 自家発電設備をする

のが普通 であり,一 般非常用 と共用する場合 と単独設

置する場合があるが,容 量が小 さい場合は 一般非常用

負 荷に影 響され ることがあるので単独設置の方が望 ま

しい。発電機の選定には次 の点を考慮 し計画す ること

が必要である。

(1) デ ィーゼル機関 は高過給率の ものを さける。

(2) 中速回転の ものを選定する。

(3) 発電機容量に余裕を もたせるか電圧降下 の少

ない ものを採用する。

5. 蓄 電 池 設備

蓄電池設備は無 停電方式 に不可 欠で あるが,経 済的

に も占有面 積的にも比重が大 きく鉛蓄電池の場合設 置

条件か ら制約を受 けることが多い。一般に使用 される

蓄電 池は焼結式 アル カリ蓄電池と高率放電型(超 急放

電型)鉛電池 とがあり,前者 は高価 であるが設 置場所の

占有面積が極めて小 さく,蓄 電池室 を必要 とせず最適

であ る。後者は経済性に主体がおかれ蓄電池 室が確保

で きる場合に採用 され,寿 命は若干短い。 しかし電 算

機の ライフサ イクルを考えて後者 を選ぶ ことも多い。

第1表

両者の特長を比較すると第1表 のとお りである。

6. あ と が き

本稿は無停電電源 システムの ごくあ らま しを述べた

にす ぎないが,各 部の詳細 については末 尾 の文 献(3)～

(11)を参照 されたい
。静止型無停電電源装 置は,電 算機

時代の要請 を う け て 今後 ますます高信頼化,高 性能

化,大 容量化,外 形 寸法の小型化,保 全性のよさ,を

求 めて発展 してゆ くもの と思 われ る。

なお,CVCFの 規格 は現在 電機工業会(JEM),電

気学会(JEC)で 審議中であり,IECで は審議を終わ

って近 く正式 に発行 される運びにある。UPSの 規 格

はIECで 近 く審議が 開始 されようとしてお り,国 内

において も同じ動きがとられる もの と考 えられる。

(昭和50年1月8日 受付)
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